
第26期
定時株主総会招集ご通知

【開催日時】

2023年６月23日（金曜日）

午前10時（受付開始：午前9時）

【開催場所】
札幌証券取引所　2階　大会議室

札幌市中央区南一条西五丁目14番地1

【決議事項】
第１号議案　剰余金処分の件

第２号議案　取締役（監査等委員である取締役を除く。）４名選任の件

・株主の皆様には、当日は可能な範囲でのマスクのご持参

及び着用にご協力お願い申し上げます。

・ご来場の株主様におかれましては、アルコール消毒液の

噴霧についてご協力をお願いいたします。

・ご来場の株主様へのお土産の配布は取りやめさせていた

だきます。

・株主総会に出席する取締役及び運営スタッフは、マスク

を着用して対応させていただきます。 株式会社エコミック



証券コード　3802

2023年６月５日

株 主 各 位

札幌市中央区大通西八丁目１－１
朝 日 生 命 札 幌 大 通 ビ ル

株 式 会 社 エ コ ミ ッ ク
代表取締役社長 熊 谷 浩 二

当社ウェブサイト　　https://www.ecomic.jp/ir

東京証券取引所ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）

https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show

第26期定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。

さて、当社第26期定時株主総会を下記により開催いたしますので、ご通知申し上げます。

本株主総会の招集に際しては、株主総会参考書類等の内容である情報（電子提供措置事項）について電子提供

措置をとっており、インターネット上の当社ウェブサイトに掲載しておりますので、以下のウェブサイトにアク

セスのうえ、ご確認くださいますようお願い申し上げます。

（上記ウェブサイトにアクセスいただき、「ＩＲ資料」の「株主総会」を選択いただき、ご確認ください。）

また、電子提供措置事項は、当社ウェブサイトのほか、東京証券取引所（東証）のウェブサイトにも掲載して

おりますので、以下よりご確認ください。

（上記の東証ウェブサイトにアクセスいただき、「銘柄名（会社名）」に「エコミック」又は「コード」に当社

証券コード「3802」を入力・検索し、「基本情報」「縦覧書類/PR情報」を順に選択して、「縦覧書類」にある

「株主総会招集通知/株主総会資料」欄よりご確認ください。）

なお、当日ご出席願えない場合は、インターネット又は書面（郵送）によって議決権を行使することができま

すので、お手数ながら株主総会参考書類をご検討のうえ、2023年６月22日（木曜日）午後５時までに議決権を行

使くださいますようお願い申し上げます。
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１．日 時 2023年６月23日（金曜日）午前10時

２．場 所 札幌市中央区南一条西五丁目14番地１

札幌証券取引所　２階　大会議室

（後記の株主総会会場ご案内図をご参照ください。）

３．目的事項

報告事項 １. 第26期（2022年４月１日から2023年３月31日まで）事業報告、連結計算書類並びに会計監

査人及び監査等委員会の連結計算書類監査結果報告の件

２. 第26期（2022年４月１日から2023年３月31日まで）計算書類報告の件

決議事項

第１号議案 剰余金処分の件

第２号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）４名選任の件

４．招集に当たっての決定事項（議決権行使についてのご案内）

(1)書面（郵送）により議決権を行使された場合の議決権行使書面において、議案に対する賛否の表示が

ない場合は賛成の表示があったものとしてお取り扱いいたします。

(2)インターネットにより複数回、議決権を行使された場合は、最後に行われた議決権行使を有効なもの

としてお取り扱いいたします。

(3)インターネットと書面（郵送）により重複して議決権を行使された場合は、到着日時を問わず、イン

ターネットによる議決権行使を有効なものとしてお取り扱いいたします。

【インターネットによる議決権の行使の場合】

当社指定の議決権行使ウェブサイト（https://www.net-vote.com/）にアクセスしていただき、本招集ご通知

とあわせてお送りする議決権行使書用紙に表示された「ログインＩＤ」及び「パスワード」をご利用のうえ、画

面の案内にしたがって、議案に対する賛否を上記の行使期限までにご入力ください。

インターネットによる議決権行使に際しましては、後記の「インターネットによる議決権行使のご案内」をご

確認くださいますようお願い申し上げます。

【書面（郵送）による議決権の行使の場合】

議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、上記の行使期限までに到着するようご返送くださ

い。

敬　具

記

以　上
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◎当日ご出席の際は、お手数ながら議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い申し上げま

す。なお、当日は、電子提供措置事項を印刷した書面の交付は行いません。必要な株主様は、各ウェブサイト
より電子提供措置事項を印刷していただき、ご持参くださいますようお願い申し上げます。

◎電子提供措置事項に修正が生じた場合は、上記インターネット上の当社ウェブサイト及び東証ウェブサイトに
おいて、その旨、修正前及び修正後の事項を掲載いたします。

◎書面交付請求をいただいた株主様には、電子提供措置事項を記載した書面をあわせてお送りいたしますが、当
該書面は、法令及び当社定款第14条の規定に基づき、次に掲げる事項を除いております。

①　連結計算書類の連結注記表
②　計算書類の個別注記表

したがいまして、これらの事項は、監査等委員会が監査報告を、会計監査人が会計監査報告を作成するに際し
て監査した連結計算書類及び計算書類に含まれております。

◎会社法改正による株主総会資料の電子提供制度の施行に伴い、株主の皆様による株主総会資料の閲覧は、紙媒
体から原則ウェブサイトでの閲覧になりました。

　
会社説明会開催のご案内

当社における事業活動をより一層ご理解いただくとともに、株主の皆様と交流をさせていただきたく、当社第
26期定時株主総会終了後、会社説明会を開催することといたしました。

是非ご出席賜りたく、ご案内申し上げます。
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【インターネットによる議決権行使に関するお問い合わせ】

株式会社アイ・アール ジャパン　証券代行業務部

〔専用ダイヤル〕０１２０－９７５－９６０

〔受付時間〕午前９時～午後５時（土・日・祝日を除く）

【インターネットによる議決権行使のご案内】
インターネットによる議決権行使は、パソコン又はスマートフォンから当社の指定する下記の議決権行使ウェブサイトにて

ご利用いただくことが可能です。

１．議決権行使ウェブサイトについて

〔 議決権行使ウェブサイトアドレス 〕　https://www.net-vote.com/

議決権の行使期限は、2023年６月22日（木曜日）午後５時までとなっておりますので、お早めに行使をお願いいたしま

す。

２．インターネットによる議決権行使方法について

〔 パソコンをご利用の方 〕

上記の議決権行使ウェブサイトにアクセスしていただき、議決権行使書用紙に記載の「ログインＩＤ」及び「パスワー

ド」をご利用のうえ、画面の案内にしたがって議案の賛否をご入力ください。

〔 スマートフォンをご利用の方 〕

議決権行使書用紙に記載の「スマートフォン用ＱＲコード」を読み取りいただくことにより、「ログインＩＤ」及び

「パスワード」を入力することなく議決権を行使いただくことができます。

なお、一度議決権を行使された後で行使内容を変更される場合は、上記の議決権行使ウェブサイトにアクセスしていた

だき、議決権行使書用紙に記載の「ログインＩＤ」及び「パスワード」をご利用のうえ、画面の案内にしたがって議案

の賛否をご入力ください。（ＱＲコードは株式会社デンソーウェーブの登録商標です。）

３．議決権行使のお取扱いについて

（１）書面とインターネットにより、重複して議決権を行使された場合は、インターネットによるものを有効な議決権行使

としてお取り扱いいたします。

（２）インターネットにより、複数回にわたり議決権を行使された場合は、最後に行われたものを有効な議決権行使として

お取り扱いいたします。

４．ログインＩＤ及びパスワードのお取り扱いについて

（１）議決権行使書用紙に記載されている「ログインＩＤ」及び「パスワード」は、本株主総会に限り有効です。

（２）パスワードは、ご投票される方が株主様ご本人であることを確認するための重要な情報です。大切にお取り扱いくだ

さい。

（３）パスワードの再発行をご希望の場合は、後記の専用ダイヤルまでご連絡ください。

５．ご留意事項

（１）議決権行使ウェブサイトをご利用いただく際に発生する費用は、株主様のご負担となります。

（２）株主様のインターネット利用環境等によっては、ご利用いただけない場合があります。

（３）議決権行使ウェブサイトは、携帯電話（フィーチャ―フォン等）を用いたインターネットではご利用いただけません

のでご了承ください。

以　上
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株主総会参考書類

第１号議案　剰余金処分の件

　当社は株主の皆様への利益還元を経営上の最重要課題のひとつと考え、安定配当の維持を基本としながら、今

後の事業展開等を勘案して、以下のとおり第26期の期末配当をいたしたいと存じます。

１．配当財産の種類

金銭といたします。

２．配当財産の割当てに関する事項及びその総額

当社普通株式１株につき金８円といたしたいと存じます。

なお、この場合の配当総額は30,524,320円となります。

３．剰余金の配当が効力を生じる日

2023年６月26日といたしたいと存じます。
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候補者
番　号

ふり

氏

 

　

 

　

 

　

 

　

 

　

 

　

 

　

 

　

 

　

 

　
がな

名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 、 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する当社
株 式 の 数

１

くま

熊

 

 

 

　

 

　
がい

谷

 

 

 

　

 

　
こう

浩

 

 

 

　

 

　
じ

二
( 1 9 7 1 年 4 月 1 0 日 生 )

1995年４月 株式会社さくら銀行（現株式会社三井住友銀行）入行

2004年２月 当社入社　管理部長

当社　取締役管理部長

2004年６月 当社　代表取締役社長（現任）

2013年５月 栄光信息技術（青島）有限公司　董事長（現任）

2022年８月 株式会社ビズライト・テクノロジー　代表取締役会長（現

任）

165,600株

（取締役候補者とした理由）

当社の代表取締役社長及び当社子会社の栄光信息技術（青島）有限公司の董事長として長年に亘りグループ全体の経営の

指揮を執り、企業価値の向上に貢献しております。その実績、能力及び当社の属する業界における長い経験と企業経営者

としての豊富な経験とともに人格、見識とも優れていることから、引き続き取締役候補者といたしました。

２

あら

荒

 

 

 

　

 

　
や

谷

 

 

 

　

 

　

 

　

 

 

 

　

 

　
つとむ

努
( 1 9 7 4 年 2 月 1 日 生 )

1996年４月 セントラル自動車株式会社（現トヨタ自動車東日本株式会

社）入社

2001年11月 京セラタイコム株式会社（現京セラ株式会社）入社

2004年４月 当社入社

2008年６月 当社　管理部管理課長

2012年４月 当社　執行役員管理部長

2013年５月 栄光信息技術（青島）有限公司　董事（現任）

2013年６月 当社　取締役管理部長

2020年６月 当社　取締役管理部長、システム企画室管掌（現任）

24,000株

（取締役候補者とした理由）

当社の管理部門の責任者として、経営及び経理財務の豊富な経験と幅広い見識を有し、長年当社の取締役を務めておりま

す。企業価値の更なる向上を推進するために適切な人材であると判断したため、引き続き取締役候補者といたしました。

第２号議案　取締役（監査等委員である取締役を除く。）４名選任の件

取締役（監査等委員である取締役を除く。以下、本議案において同じ。）全員（４名）は、本総会終結の時を

もって任期満了になります。

つきましては、取締役４名の選任をお願いしたいと存じます。

なお、本議案に関しましては、当社の監査等委員会は、全ての取締役候補者について適任であると判断してお

ります。

取締役候補者は、次のとおりであります。
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候補者
番　号

ふり

氏

 

　

 

　

 

　

 

　

 

　

 

　

 

　

 

　

 

　

 

　
がな

名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 、 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する当社
株 式 の 数

３

みず

水

 

 

 

　

 

　
え

江

 

 

 

　

 

　
しょう

司

 

 

 

　

 

　
じ

二
( 1 9 6 0 年 9 月 2 2 日 生 )

1984年４月 株式会社西武情報センター（現株式会社セゾン情報システム

ズ）入社

2003年４月 同社　Bulas事業部長

2009年４月 同社　BPO事業部長

2011年５月 株式会社HRプロデュース（現株式会社IDデータセンターマネ

ジメント）取締役

2012年６月 株式会社セゾン情報システムズ　取締役

2016年10月 株式会社無限　取締役副社長

2017年６月 当社　社外取締役

2018年６月 当社　取締役第１ペイロール部長

2022年４月 当社　取締役営業部長 兼 オペレーション部長、セットアッ

プ部管掌、品質管理部管掌（現任）

4,800株

（取締役候補者とした理由）

株式会社セゾン情報システムズのBPO事業において豊富な経験を有しており、当社グループの属する業界に精通しておりま

す。企業価値の更なる向上を推進するために適切な人材であると判断したため、引き続き取締役候補者といたしました。

４

にし

西

 

 

 

　

 

　
だ

田

 

 

 

　

 

　
みつ

光

 

 

 

　

 

　
し

志
( 1 9 5 1 年 9 月 2 9 日 生 )

1977年４月 株式会社東洋情報システム（現TIS株式会社）入社

2001年６月 同社　取締役

2008年４月 クオリカ株式会社　代表取締役社長

2013年４月 TIS株式会社　代表取締役副社長

2018年９月 株式会社W&Bay consulting　代表取締役（現任）

2020年６月 当社　社外取締役（現任）

2020年９月 株式会社ジィ・シィ企画　社外取締役（現任）

2021年12月 アイビーシー株式会社　社外取締役（現任）

―

（社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要）

これまで培ってきた他社での会社経営の経験及び豊富な業務経験と知識を、社外取締役として当社の事業運営に反映して

いただくことを期待して、引き続き社外取締役として適任と判断いたしました。

（注）１. 各候補者と当社の間には特別の利害関係はありません。

２. 西田光志氏は、社外取締役候補者であります。

３. 西田光志氏は、現在、当社の社外取締役でありますが、同氏の社外取締役としての在任期間は、本総会終結の時をもって３

年となります。

４. 当社は、西田光志氏との間で会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締

結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、同法第425条第１項に定める最低責任限度額であります。な

お、同氏の再任が承認された場合には、当該契約を継続する予定であります。

５. 当社は、保険会社との間で会社法第430条の３第１項の規定に基づく役員等賠償責任保険契約を締結しており、当社取締役
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を含む被保険者の職務の執行に関し責任を負うこと、又は当該責任の追及に係る請求を受けることによって生ずることのあ

る損害を当該保険契約によって填補することとしております（ただし、法令違反の行為であることを認識して行った行為に

起因して生じた損害などの場合を除く）。各候補者が取締役に選任され就任した場合は、当該保険契約の被保険者となりま

す。また、当該保険契約は次回更新時においても同内容での更新を予定しております。

６. 当社は、西田光志氏を東京証券取引所及び札幌証券取引所の定めに基づく独立役員として届け出ております。なお、同氏の

再任が承認された場合には、引き続き独立役員とする予定であります。

以上
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メモ
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メモ
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株 主 総 会 会 場 ご 案 内 図

会場：札幌市中央区南一条西五丁目14番地１

札幌証券取引所　２階　大会議室

札幌三越

大通公園

路面電車 西４丁目

コメダ珈琲店

ファミリーマート

札幌三越

北海道

銀行

地下鉄大通駅
３番出口

Ｎ

大通公園

路面電車 西４丁目

札
幌
駅
前
通

札幌証券取引所
札幌市中央区南一条西五丁目

［交通機関］

地下鉄「大通」駅から…３番出口より徒歩約１分
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( 2022年４月１日から )2023年３月31日まで

事　業　報　告

１．企業集団の現況

(1) 当事業年度の事業の状況

①　事業の経過及び成果

当連結会計年度におけるわが国経済は、ウィズコロナのもとで、各種政策の効果もあって緩やかに持ち

直しているものの、先行きについては世界的な金融引き締め等が続く中、海外景気の下振れが景気を下押

しするリスクがあります。また、物価上昇、供給面での制約、金融資本市場の変動の影響に十分注意する

必要がある状況となっております。

当業界におきましては、この様な環境の中、労働環境の変化やＳＤＧｓへの取り組み等を背景に、企業

の効率化・省力化への動向が続き、事業再構築やＢＣＰ（事業継続計画）の手段としてのアウトソーシン

グニーズは引き続き高い状況でありました。

そこで当社グループは、経営方針にある「お客様への価値あるサービスの提供」のもとに、顧客企業に

対しバックヤード業務に係る人材、時間等の経営資源をより価値の高い本来業務へ転換していただくこと

によるコストの削減、顧客企業の生産性向上の観点から、アウトソーシングサービスの提案を行い、あら

ゆる企業から管理部門のルーティンワークを無くすべく、「バックヤード業務のソリューションプロバイ

ダー」として付加価値の高いサービスの提供を行ってまいりました。また、2022年４月30日に株式会社ビ

ズライト・テクノロジーを連結子会社とし、DXやHRテックを用いた生産性向上ニーズへの対策を強化して

まいりました。

以上の結果、当連結会計年度における経営成績については、売上高は2,216,238千円（前連結会計年度

比26.2％増）、営業利益は203,771千円（前連結会計年度比10.1％増）、経常利益は220,248千円（前連結

会計年度比17.6％増）、親会社株主に帰属する当期純利益は170,290千円（前連結会計年度比50.3％増）

となり、過去最高益を更新いたしました。

当社グループはこれまでペイロール事業の単一セグメントでありましたが、株式会社ビズライト・テク

ノロジーを連結子会社としたことに伴い、当連結会計年度より、「BPO事業」と「ソフトウエア・ハード

ウエア開発事業」にセグメントを区分することといたしました。各セグメントの業績は以下のとおりであ

ります。

(BPO事業)

BPO事業については、前連結会計年度に引き続き、既存顧客との関係強化及び積極的な営業活動、サー

ビス品質の向上を含む顧客満足度向上に向けた施策に取り組んでまいりました。前連結会計年度に比べ、

給与計算処理人数及び新規顧客の導入関連売上の増加やその他のアウトソーシング売上が増加し、BPO事
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［事業の種類別売上高］ （単位：千円）

事 業 区 分 売 上 高 構 成 比 前 連 結 会 計 年 度 比

B P O 事 業 2,031,286 91.7％ 15.7％

ソフトウエア・ハードウエア開発事業 184,952 8.3％ ―

合 計 2,216,238 100.0％ 26.2％

事 業 部 門 設 備 投 資 の 主 な 内 容

B P O 事 業

ネットワークのセキュリティ増強

サーバ増設

年末調整関連システムの改修

新給与計算システム運用拡大

業の外部顧客への売上高は2,031,286千円（前連結会計年度比15.7％増）、営業利益は198,793千円（前連

結会計年度比7.4％増）となりました。

(ソフトウエア・ハードウエア開発事業）

ソフトウエア・ハードウエア開発事業については、株式会社ビズライト・テクノロジーの事業として、

受託システム開発及びシステム保守が売上高の大半を占めており、ソフトウエア・ハードウエア開発事業

の外部顧客への売上高は184,952千円、営業利益は19,542千円となりました。

②　設備投資の状況

当連結会計年度において実施いたしました設備投資の総額は115,851千円で、その主なものは次のとお

りであります。

③　資金調達の状況

当連結会計年度において重要な資金調達は行っておりません。

④　重要な企業再編等の状況

他の会社の株式その他の持ち分又は新株予約権等の取得又は処分の状況

当社は、株式会社ビズライト・テクノロジーの発行済株式586,040株を取得し、2022年４月30日をもっ

て、同社を連結子会社といたしました。
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区 分
第 23 期

(2020年３月期)
第 24 期

(2021年３月期)
第 25 期

(2022年３月期)

第 26 期
(当連結会計年度)
(2023年３月期)

売 上 高
（千円）

1,305,905 1,576,766 1,755,879 2,216,238

経 常 利 益
（千円）

144,337 137,157 187,295 220,248

親会社株主に帰属する当期純利益
（千円）

98,276 101,205 113,281 170,290

１ 株 当 た り 当 期 純 利 益
（円）

30.60 27.21 29.89 44.71

総 資 産
（千円）

909,882 1,113,557 1,346,622 1,717,589

純 資 産
（千円）

701,964 1,012,331 1,143,160 1,299,489

１ 株 当 た り 純 資 産
（円）

217.97 268.24 301.03 340.58

(2) 直前３事業年度の財産及び損益の状況

（注）１. １株当たり当期純利益は、自己株式を控除した期中平均発行済株式総数により、１株当たり純資産は、自己株式を控除し

た期末発行済株式総数により算出しております。

２. 2021年４月１日付で普通株式１株につき２株の割合をもって株式分割を行っております。第23期（2020年３月期）の期首

に当該株式分割が行われたものと仮定して１株当たり当期純利益及び１株当たり純資産を算定しております。

(3) 重要な親会社及び子会社の状況

①　親会社の状況

当社の親会社はキャリアバンク株式会社で、同社は2023年３月31日時点で当社の株式1,640,800株（議

決権比率43.0％）を保有いたしております。

当社は親会社との間で、給与計算業務を受託しております。

②　親会社との間の取引に関する事項

イ．当該取引をするに当たり当社の利益を害さないように留意した事項

取引に当たっては、当該取引の必要性、取引条件等に留意し、公正かつ適正に判断しております。

ロ．当該取引が当社の利益を害さないかどうかについての取締役会の判断及びその理由

当社の取締役会は、当該取引が第三者との通常の取引に照らし相当であると認められたことから、当

社の利益を害さないと判断しております。
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会社名 資本金 出資比率 事業内容

栄光信息技術（青島）有限公司 2,000千元 100％ BPO事業

株式会社ビズライト・テクノロジー 34,500千円 100％ ソフトウエア・ハードウエア開発事業

③　重要な子会社の状況

（注）2022年４月30日に株式会社ビズライト・テクノロジーの株式586,040株を取得し、同社を連結子会社といたしました。

(4) 対処すべき課題

今後のわが国経済は、経済社会活動が正常化に向かい、景気が回復していくことが期待されるものの、海

外景気の下振れが景気を下押しするリスクとなっております。また、物価上昇、供給面での制約、金融資本

市場の変動等の影響に十分注意する必要がある状況となっております。企業は引き続きテレワークや時差出

勤等を実施しながら、人材の確保及び生産性の向上を図り、管理間接部門の機能を止めることなく企業を存

続させる必要があります。加えて、上場企業などを対象とした人的資本の情報開示の義務化をはじめとする

人的資本経営の推進や、デジタル給与払いの解禁に関する法改正に伴い、管理間接部門は新たな管理体制を

構築する必要があります。

このような環境のもと、企業の講ずる合理化策、リスク回避策の一つがアウトソーシングであると思われ

ます。アウトソーシングを活用することにより、管理間接部門のコスト削減が図れると同時に管理間接部門

が本来行うべき業務への集中を図り合理化につなげること、また、ＤＸを通じた働き方の変革やＢＣＰ（事

業継続計画）対策の手段として、今後もアウトソーシングのニーズはますます高まっていくものと考えてお

ります。

このような企業のニーズに対し、当社グループは以下の課題に取り組んでいく必要があると考えておりま

す。

①　業務のスピードアップ、成果物の量産

当社グループが行っているBPO事業は、主に顧客企業の状況に合わせて事務処理等を代行することにあ

ります。また、ソフトウエア・ハードウエア開発事業においては、個々の顧客企業の課題にスピード感を

もって対応していくことが求められます。今後も社会環境の急速な変化に対応すべく、より効率を高め生

産性の高い業務遂行の仕組みを構築していく必要があると考えております。

②　業務品質の向上及び情報管理体制の強化

当社グループが行っている事業では、業務成果物の正確性は、顧客企業が当社グループに業務を発注す

る際の前提条件と考えております。また、多くの企業は個人情報漏洩対策を重要な課題として認識してい

ることから、当社グループでは顧客企業の信頼確保のために、品質向上の仕組み・体制及び情報管理体制

を引き続き強化してまいりたいと考えております。
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③　優秀な人材の確保及び育成

昨今のテレワークの導入等による働き方の変革やＢＣＰ（事業継続計画）対策の手段として、アウトソ

ーシングを活用する企業が増えております。そのため業務を受け入れる側のアウトソーサーは、業務量の

増加に対応できる優秀な人材を確保する必要があります。当社グループでは、国籍・年齢・性別を問わず

に優秀な人材の確保・育成に努める必要があると考えております。

④　災害等に関わるリスクの分散

今後、企業の災害や感染症等リスク回避の手段としてアウトソーシングのニーズが高まることが予想さ

れます。当社グループでは企業のそのようなニーズに応えるため、事務センターを複数拠点設けるなど災

害や感染症等に備えてリスクの分散を行っておりますが、今後も更なるリスク対策を強化していく必要が

あると考えております。

⑤　営業体制の強化

今後、サービス需要の高まりに合わせて、競合他社の需要取り込みに向けた動きが一層激しさを増すと

みられます。特に給与計算アウトソーシングにおきましては、数千人から１万人規模の大企業は多くの競

合他社がメインターゲットに据えており、グループ会社を含めた業務集約化として導入提案を行う競合他

社も増えていることから、受注獲得に向けて競争激化は避けられない状況にあります。そのような中、当

社グループでは営業体制の強化や日本国外のマーケットの開拓に取り組んでいく必要があると考えており

ます。

株主の皆様におかれましては、今後とも一層のご支援、ご鞭撻を賜りますようお願い申し上げます。

事 業 区 分 事 業 内 容

B P O 事 業 給与計算受託業務、その他事務受託業務

ソフトウエア・ハードウエア開発事業 受託システム開発業務、システム保守業務、ハードウエア販売業務

(5) 主要な事業内容（2023年３月31日現在）

本 社 札幌市中央区

東 京 本 部 東京都新宿区

(6) 主要な事業所（2023年３月31日現在）

①当社
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栄 光 信 息 技 術 （ 青 島 ） 有 限 公 司 中国山東省青島市

株 式 会 社 ビ ズ ラ イ ト ・ テ ク ノ ロ ジ ー
東京本社：東京都千代田区
札幌本社：札幌市白石区

②子会社

事 業 区 分 使 用 人 数 前 連 結 会 計 年 度 末 比 増 減

B P O 事 業 132名 21名増

ソフトウエア・ハードウエア開発事業 17名 －

合 計 149名 21名増

使 用 人 数 前 事 業 年 度 末 比 増 減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

75(86)名 10名増（４名減） 36.3歳 5.1年

(7) 使用人の状況（2023年３月31日現在）

①　企業集団の使用人の状況

（注）使用人数は就業員数（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出向者を含む。）で

あり、臨時雇用者数（パートタイマー等を含む。）を除いております。

②　当社の使用人の状況

（注）使用人数は就業員数（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）であり、パート社員（１人１日８

時間換算）は（　）内に年間の平均人員を外数で記載しております。

(8) 主要な借入先の状況（2023年３月31日現在）

該当事項はありません。

(9) その他企業集団の現況に関する重要な事項

該当事項はありません。
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①　発行可能株式総数 8,000,000株

②　発行済株式の総数 3,815,600株

③　株主数 1,856名

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

キ ャ リ ア バ ン ク 株 式 会 社 1,640,800株 43.00％

佐 藤 良 雄 259,200株 6.79％

目 時 伴 雄 175,400株 4.60％

熊 谷 浩 二 165,600株 4.34％

日 本 社 会 保 険 労 務 士 法 人 100,000株 2.62％

加 藤 徹 嘉 75,000株 1.97％

牧 野 哲 也 66,600株 1.75％

中 瀬 浩 一 63,520株 1.66％

Ｓ Ｂ Ｉ ビ ジ ネ ス ・ ソ リ ュ ー シ ョ ン ズ 株 式 会 社 48,800株 1.28％

株 式 会 社 T K S 40,000株 1.05％

２．会社の現況

(1) 株式の状況（2023年３月31日現在）

（注）譲渡制限付株式の発行により、発行済株式総数は18,000株増加しております。

④　大株主（上位10名）

（注）持株比率は自己株式（60株）を控除して計算しております。

⑤　当事業年度中に職務執行の対価として当社役員に対し交付した株式の状況

当社は、2021年６月25日開催の第24期定時株主総会決議に基づき、譲渡制限付株式報酬制度を導入いた

しました。これに基づき、2022年７月20日開催の取締役会において譲渡制限付株式報酬として、新株式の

発行を決議し、同年８月９日付で取締役（監査等委員である取締役及び社外取締役を除く。）３名に対し

新株式9,600株の交付を行っております。なお、この譲渡制限付株式は、2023年６月23日までの間、譲渡

その他処分をすることができないものといたしております。
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(2) 新株予約権等の状況

①　当事業年度の末日において当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約権の状

況

該当事項はありません。

②　当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対し交付した新株予約権の状況

該当事項はありません。

③　その他新株予約権等の状況
該当事項はありません。
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会 社 に お け る 地 位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代 表 取 締 役 社 長 熊 谷 浩 二
栄光信息技術（青島）有限公司　董事長
株式会社ビズライト・テクノロジー　代表取締役会長

取 締 役 荒 谷 　 努
管理部長、システム企画室管掌
栄光信息技術（青島）有限公司　董事

取 締 役 水 江 司 二
営業部長 兼 オペレーション部長、セットアップ部管掌、
品質管理部管掌

取 締 役 西 田 光 志
株式会社W&Bay consulting　代表取締役
株式会社ジィ・シィ企画　社外取締役
アイビーシー株式会社　社外取締役

取 締 役 （ 監 査 等 委 員 ） 井 上 晋 一
井上晋一事務所　代表
株式会社FF　監査役

取 締 役 （ 監 査 等 委 員 ） 小 林 董 和

取 締 役 （ 監 査 等 委 員 ） 荒 木 俊 和

アンサーズ法律事務所　所長
株式会社土屋ホールディングス　社外監査役
一般社団法人北海道M&A協会　代表理事
公益財団法人ノーマライゼーション住宅財団　評議員

(3) 会社役員の状況

①　取締役の状況（2023年３月31日現在）

（注）１. 取締役西田光志氏及び取締役（監査等委員）井上晋一氏、小林董和氏並びに荒木俊和氏は、社外取締役であります。

２. 取締役（監査等委員）井上晋一氏は、公認会計士及び税理士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知

見を有しております。

３. 監査等委員会設置会社のもと、監査等委員会が主体となり内部統制システムを通じた組織的な監査を実施しているた

め、必ずしも常勤者の選定を必要としないことから、常勤の監査等委員を選定しておりません。

４. 当社は、社外取締役西田光志氏、井上晋一氏、小林董和氏及び荒木俊和氏を東京証券取引所及び札幌証券取引所の定め

に基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。

②　責任限定契約の内容の概要

当社は社外取締役西田光志氏及び各監査等委員である取締役との間で、会社法第427条第１項及び定款

の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しており、当該契約に基づく

賠償責任の上限額は法令に規定される最低責任限度額であります。

③　役員等賠償責任保険契約の内容の概要等

当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結してお

ります。当該保険契約の被保険者の範囲は当社及び当社子会社の取締役（監査等委員を除く）及び監査等

委員である取締役並びに監査役であり、被保険者は保険料を負担しておりません。

当該保険契約により被保険者の職務の執行に関し責任を負うこと、又は当該責任の追及に係る請求を受

けることによって生ずることのある損害について填補されることとなります。ただし、法令違反の行為で

あることを認識して行った行為に起因して生じた損害は填補されないなど、一定の免責事由があります。
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④　取締役の報酬等

イ．役員報酬等の内容の決定に関する方針等

当社は、2021年８月23日開催の取締役会において、取締役（監査等委員である取締役を除く。以

下、「取締役」という。）の個人別の報酬等の内容にかかる決定方針を決議しております。当該取締

役会の決議に際しては、あらかじめ決議する内容について監査等委員会へ諮問し、同意を受けており

ます。

また、取締役会は、当該事業年度に係る取締役の個人別の報酬等について、報酬等の内容の決定方

法及び決定された報酬等の内容が取締役会で決議された決定方針と整合していることや、監査等委員

会からの答申が尊重されていることを確認しており、当該決定方針に沿うものであると判断しており

ます。

取締役の個人別の報酬等の内容にかかる決定方針の内容は次のとおりです。

a. 基本方針

当社の取締役の報酬は、企業価値の持続的な向上を図るインセンティブとして十分に機能する報

酬体系とし、個々の取締役の報酬の決定に際しては各職責を踏まえた適正な水準とすることを基本

方針とする。具体的には、業務執行取締役の報酬は、固定報酬としての基本報酬及び業績連動報酬

等並びに非金銭報酬等により構成し、監督機能を担う社外取締役については、その職務に鑑み、基

本報酬のみを支払うこととする。

b. 基本報酬（金銭報酬）の個人別の報酬等の額の決定に関する方針

当社の取締役の基本報酬は、月例の固定報酬とし、役位、職責、当社の業績、経済情勢、従業員

給与の水準、及び企業価値の持続的な向上への貢献度等を考慮しながら、総合的に勘案して決定す

るものとする。

c. 業績連動報酬等並びに非金銭報酬等の内容及び額又は数の算定方法の決定に関する方針

業績連動報酬等は、事業年度ごとの業績向上に対する意識を高めるため業績指標（KPI）を反映

した現金報酬とし、各事業年度の連結営業利益率の目標値に対する達成度合いに応じて算出された

額を賞与として毎年、一定の時期に支給する。目標となる業績指標とその値は、期初に設定し、適

宜、環境の変化に応じて見直しを行うものとする。

非金銭報酬等は、譲渡制限付株式とし、株式報酬の内容、数の算定方法、報酬等を与える時期及

び条件については、都度取締役会において決定するものとする。

d. 金銭報酬の額、業績連動報酬等の額又は非金銭報酬等の額の取締役の個人別の報酬等の額に対す

る割合の決定に関する方針

業務執行取締役の種類別の報酬割合については、基本報酬と同様に役位、職責、当社の業績、経

済情勢、従業員給与の水準、及び企業価値の持続的な向上への貢献度等を考慮し取締役会にて検討

を行う。取締役会（もしくは「e」の委任を受けた代表取締役社長）は以下の範囲内で取締役の個

人別の報酬等の内容を決定することとする。
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区 分
報 酬 等 の
総 額 ( 千 円 )

報 酬 等 の 種 類 別 の 総 額 （ 千 円 ）
支 給 人 員

基 本 報 酬
業 績 連 動
報 酬 等

非 金 銭 報
酬 等

取締役（監査等委員を除く）
（ う ち 社 外 取 締 役 ）

63,846
（2,400）

49,950
（2,400）

9,112
（－）

4,784
（－）

４名
（１）

取 締 役 （ 監 査 等 委 員 ）
（ う ち 社 外 取 締 役 ）

6,600
（6,600）

6,600
（6,600）

－
（－）

－
（－）

３
（３）

合 計
（ う ち 社 外 役 員 ）

70,446
（9,000）

56,550
（9,000）

9,112
（－）

4,784
（－）

７
（４）

基本報酬と業績連動報酬等の割合＝業績連動報酬等は基本報酬（年額）の30％以内

基本報酬と非金銭報酬等の割合＝非金銭報酬等は基本報酬（年額）の30％以内

e. 取締役の個人別の報酬等の内容についての決定に関する事項

個人別の報酬額については取締役会決議に基づき代表取締役社長がその具体的内容について委任

を受けるものとし、その権限の内容は、各取締役の基本報酬の額及び各取締役の担当領域の業績を

踏まえた賞与の評価配分とする。取締役会は、当該権限が代表取締役社長によって適切に行使され

るよう、監査等委員会に原案を諮問し、監査等委員会の同意を得て決定をしなければならないこと

とする。なお、株式報酬は監査等委員会の同意を得て、取締役会で取締役個人別の割当株式数を決

議する。

ロ．取締役の報酬等の総額

（注）１. 取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。

２. 取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬限度額は、2018年６月26日開催の株主総会において年額100,000千円以

内（ただし、使用人分給与は含まない。）と決議いただいております。当該株主総会終結時点の取締役の員数は４名で

す。また、金銭報酬とは別枠で、2021年６月25日開催の第24期定時株主総会において、株式報酬の額として年額30,000千

円以内、株式数の上限を年50,000株以内（社外取締役は付与対象外）と決議しております。当該株主総会終結時点の取締

役（社外取締役を除く）の員数は、３名であります。

３. 取締役（監査等委員）の報酬限度額は、2018年６月26日開催の株主総会において年額40,000千円以内と決議いただいて

おります。当該株主総会終結時点の取締役（監査等委員）の員数は３名（うち、社外取締役２名）です。

ハ．業績連動報酬等に関する事項

業績連動報酬等にかかる業績指標は連結営業利益率であり、その実績は9.2％であります。当該指
標を選択した理由は、当社の生産性を図る指標として適切であり、当社事業の性質上、生産性の維
持・向上は重要であると判断したためであります。当社の業績連動報酬等は、各取締役の基本報酬を
基準として算定されております。

ニ．非金銭報酬等の内容
非金銭報酬等の内容は当社の株式であり、割当ての際の条件等は「イ．役員報酬等の内容の決定に

関する方針等」のとおりであります。また、当事業年度中における交付状況は「２．(1)⑤当事業年
度中に職務執行の対価として当社役員に対し交付した株式の状況」に記載しております。
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出席状況、発言状況及び
社外取締役に期待される役割に関して行った職務の概要

社外取締役
西田光志

当事業年度に開催された取締役会18回のうち18回に出席いたしました。
主にこれまで培ってきた他社での会社経営の経験及び豊富な業務経験と知識を、社外取締役と
して当社の事業運営に反映していただいております。また、取締役会において、取締役会の意
思決定の妥当性・適正性を確保するための発言を行っております。

社外取締役（監査等委員）
井上晋一

当事業年度に開催された取締役会18回のうち18回に、また、監査等委員会18回のうち18回に出
席いたしました。
主に公認会計士としての専門的見地から、その高い見識を当社経営の監督に反映していただい
ております。また、取締役会において、取締役会の意思決定の妥当性・適正性を確保するため
の発言を行っており、監査等委員会において、当社の内部監査等について適宜、必要な発言を
行っております。

社外取締役（監査等委員）
小林董和

当事業年度に開催された取締役会18回のうち17回に、また、監査等委員会18回のうち17回に出
席いたしました。
主にこれまで培ってきた他社での会社経営の経験及び豊富な業務経験と知識を、当社の監査等
に反映していただいております。また、取締役会において、取締役会の意思決定の妥当性・適
正性を確保するための発言を行っており、監査等委員会において、当社の内部監査等について
適宜、必要な発言を行っております。

社外取締役（監査等委員）
荒木俊和

当事業年度に開催された取締役会18回のうち18回に、また、監査等委員会18回のうち18回に出
席いたしました。
主に弁護士としての専門的見地から、その高い見識を当社の監査等に反映していただいており
ます。また、取締役会において、取締役会の意思決定の妥当性・適正性を確保するための発言
を行っており、監査等委員会において、当社のコンプライアンス体制等について適宜、必要な
発言を行っております

ホ．取締役の個人別の報酬等の決定に係る委任に関する事項

取締役会は、代表取締役社長熊谷浩二に対し各取締役の基本報酬の額及び社外取締役を除く各役員
の担当部門の業績等を踏まえた賞与の評価配分の決定を委任しております。委任した理由は、当社全
体の業績等を勘案しつつ各取締役の担当部門について評価を行うには代表取締役社長が適していると
判断したためであります。なお、委任された内容の決定にあたっては、事前に監査等委員会がその妥
当性等について確認しております。

⑤　社外役員に関する事項
イ．他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

社外取締役西田光志氏は、株式会社W&Bay consultingの代表取締役、株式会社ジィ・シィ企画及び
アイビーシー株式会社の社外取締役であります。当社と兼職先との間には特別の関係はありません。

社外取締役（監査等委員）井上晋一氏は、井上晋一事務所の代表及び株式会社FFの監査役でありま
す。当社と兼職先との間には特別の関係はありません。

社外取締役（監査等委員）荒木俊和氏は、アンサーズ法律事務所所長、株式会社土屋ホールディン
グス社外監査役、一般社団法人北海道M&A協会代表理事及び公益財団法人ノーマライゼーション住宅
財団評議員であります。当社は株式会社土屋ホールディングスから年末調整業務等を受託しておりま
す。また、他の兼職先と当社との間には特別の関係はありません。

ロ．当事業年度における主な活動状況
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報酬等の額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 14,800千円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の
財産上の利益の合計額

14,800千円

(4) 会計監査人の状況

①　名称　　　三優監査法人

②　報酬等の額

（注）１. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の監査報酬等

の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額には

これらの合計額を記載しております。

２. 監査等委員会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積りの算出根拠等が適切で

あるかどうかについて必要な検証を行ったうえで、会計監査人の報酬等について同意の判断をいたしました。

③　会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

監査等委員会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場合は、株

主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決定いたします。

また、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる場合は、監査等委

員全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。この場合、監査等委員会が選定した監査等委員

は、解任後最初に招集される株主総会において、会計監査人を解任した旨及びその理由を報告いたしま

す。
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３．業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況
(1) 業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要

2023年３月31日現在、取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
その他会社の業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要は以下のとおりであります。

①　当社及び子会社の取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

イ. 当社及び子会社は、経営方針のひとつにコンプライアンス（法令遵守）及び倫理的行動を掲げてお
り、全役員並びに使用人に対して、研修等を通じて法令遵守や行動規範の周知徹底を図り、「コンプ
ライアンス規程」及び「企業行動規範」に則った企業活動を行う。

ロ. 内部監査部門は、各部門の業務が法令及び定款に基づいて実施されているかどうかを計画的に監査
し、社長に報告する。

ハ. 法令違反を早期に発見し、違反状態の早期解消を図るために、使用人が直接情報提供を行う手段とし
て内部通報規程に基づく内部通報制度を確立する。

ニ. 企業活動上求められる法令・規則等の遵守はもとより、社会規範に則した誠実かつ公正で透明性の高
い企業活動を遂行することを目的とし、コンプライアンス委員会を設置している。

②　当社及び子会社の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

取締役の意思決定又は取締役に対する報告に対しては、「取締役会規程」、「文書取扱規程」、「稟議
規程」及び「職務権限規程」の定めるところに従い、取締役会の議事録及び稟議書を作成し、適切に保
存・管理する。

③　当社及び子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

イ. 「業務分掌規程」及び「職務権限規程」その他の社内規程に従い、各取締役が担当の分掌範囲につい
て責任を持ってリスク管理体制を構築する。リスク管理の観点から重要事項については、取締役会の
決議により規程の制定、改廃をする。

ロ. 自社情報、顧客情報及び個人情報の各情報管理の徹底を図るとともに、漏洩対策にも積極的に取り組
み、ＩＴ技術の進歩に合わせたセキュリティ体制構築を継続して確立する。

④　当社及び子会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

イ. 当社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制の基礎として、取締役会を

毎月１回定期的に開催するほか、必要に応じて適宜臨時に開催する。また、子会社においては、必要

に応じて適宜開催している。

ロ. 取締役会の決定に基づく業務執行については、「組織規程」、「稟議規程」、「業務分掌規程」及び

「職務権限規程」を制定し、取締役及び使用人の業務の執行が効率的に行われるよう体制を構築して

いるが、業務効率の更なる向上を目指し、業務の合理化及びＩＴ化を進めていくものとする。

⑤　当社並びに親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

イ. 子会社の取締役等の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制

「子会社管理規程」に基づき、業績及び経営状況に影響を及ぼす重要な事項について、子会社は当

社へ定期的に報告し、又は事前協議を行う体制を構築している。
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ロ. その他の当社並びに親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

親会社の内部監査部門から定期的に内部監査を受けており、法令、定款及び社内規程に合致してい

るかの監査を受けている。また、子会社に対しては、当社の内部監査部門が定期的に監査を実施して

いる。

⑥　監査等委員会の職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項

監査等委員会の職務を補助すべき使用人の設置について、監査等委員会の要請があった場合には、適切

な人員を配置する。

⑦　前号の使用人の取締役からの独立性に関する事項及び当該使用人に対する監査等委員会の指示の実効性

の確保に関する事項

上記の使用人の人事、評価等については、監査等委員会の意見を聴取し、尊重する。また、監査等委員

会より要請のある場合、上記の使用人は監査等委員会の指揮・監督のもと、監査等委員会の指示業務を優

先して行うものとする。

⑧　当社の監査等委員会への報告に関する体制

イ. 当社の取締役及び使用人が監査等委員会に報告するための体制、及び子会社の取締役、監査役、業務

を執行する社員及び使用人又はこれらの者から報告を受けた者が当社の監査等委員会に報告するため

の体制

当社の取締役及び使用人、子会社の取締役及び使用人等は、必要と判断したときは重要な業務執行

に関し、監査等委員会に対して報告を行うとともに、必要に応じて稟議書その他業務遂行に関する帳

簿及び書類等の提出や、状況説明をする。

ロ. その他監査等委員又は監査等委員会への報告に関する体制

監査等委員会は重要な意思決定の過程及び業務の執行状況を把握するため、「監査等委員会規則」

及び「監査等委員会監査等基準」に基づき次に掲げる業務を行うことができる。

・取締役会への出席

・重要な決裁文書の閲覧と確認

・取締役忠実義務違反の監査

・定時監査業務報告書作成、協議

・次期監査方針、計画、業務分担の作成

・計算書類及び附属明細書の検討並びに精査

・監査報告書の作成、提出

・取締役の職務執行が適法性を欠く恐れがないかの確認

⑨　前号の報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するための

体制

当社及び子会社は、監査等委員会に前項の報告を行った者に対して、当該報告を理由として不利な取扱

いを行うことを禁止する。

－ 26 －



⑩　監査等委員の職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項

監査等委員による職務の執行に伴う費用の前払い又は償還の請求があった場合には、当該監査等委員の

職務の執行に必要でないと明らかに認められる場合を除き、その請求に応じ当社もしくは子会社はすみや

かに支出する。

⑪　その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制

イ. 監査等委員会と代表取締役は適宜会合を持ち、監査上の重要課題等について意見を交換し、相互認識

を深めるよう努める。

ロ. 監査等委員会は内部監査部門と緊密な連携を保つとともに、必要に応じて内部監査部門に調査を求め

る。

ハ. 監査等委員会は、会計監査人と定期的に会合を持ち、意見交換及び情報の交換を行うとともに、必要

に応じて会計監査人に意見を求めるものとする。

⑫　反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方

当社は、「反社会的勢力に対する基本方針」及び「反社会的勢力への対応に関する規程」を制定して、

反社会的勢力との一切の関係を排除するための組織体制その他の対応に関する事項を定めることにより、

反社会的勢力との関与、被害を防止するとともに、会社の社会的責任を果たすことを基本的な考え方とし

ている。

⑬　反社会的勢力排除に向けた整備状況

イ. 取引先等の調査を適宜実施し、反社会的勢力との契約を未然に防止している他、取引先等に反社会的

勢力の実質的な関与があると認められる場合は、契約を解除できる旨を契約書に明記して、反社会的

勢力の排除を徹底している。

ロ. 管轄警察署、全国暴力追放運動推進センター等の外部専門機関との連携を密にして情報入手に努めて

いる。

⑭　財務報告の信頼性を確保するための体制

当社は、財務報告の信頼性を確保するため、「内部統制評価基本規程」をはじめとする関連規程を整

備・運用している。また、金融商品取引法の定める内部統制報告書の提出に向け、内部統制の仕組みが適

正に機能することを継続的に評価し、必要に応じ是正措置を実施する。また、子会社に関しても、当社の

体制に準じて運用を行っている。

(2) 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

①　内部統制システム全般

当社は内部統制システム全般の整備・運用を当社の監査等委員会及び内部統制担当部署である社長室が

モニタリングし、改善を進めております。監査等委員会及び社長室は、内部監査計画に基づき、当社の業

務の適正性、法令遵守状況並びにリスク管理に関する業務監査、財務報告に係る内部統制監査等を行って

おります。
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②　コンプライアンス

年１回以上コンプライアンスに係る研修を実施しており、当社全役職員のコンプライアンス意識の向上

を図っております。また、当社は内部通報規程に基づいて内部通報窓口を設置し、コンプライアンスの実

効性向上に努めております。

③　取締役会の主な運用状況

取締役会規程に基づいて、定時取締役会は毎月１回以上開催しており、取締役の職務の執行状況、内部

統制システムの運用状況、経営リスク等の審議をしております。

④　監査等委員会の職務の執行

監査計画に基づき監査を実施するとともに、取締役会その他重要な会議への出席、重要書類の点検、代

表取締役との定期的な意見交換等を行って、取締役の職務の執行状況、内部統制の運用状況等の監査を行

っております。

４．会社の支配に関する基本方針
特記すべき事項はありません。
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（2023年３月31日現在）
（単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形 及 び 売 掛 金

製 品

仕 掛 品

原 材 料

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 附 属 設 備

工 具 、 器 具 及 び 備 品

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ エ ア

の れ ん

そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産

繰 延 税 金 資 産

敷 金 及 び 保 証 金

そ の 他
　

1,271,328

1,049,289

166,408

5,993

446

3,886

45,385

△82

446,260

91,382

9,463

81,919

274,225

205,560

63,970

4,694

80,652

8,384

36,818

35,450
　

流 動 負 債 277,848

買 掛 金 22,113

１年内返済予定の長期借入金 33,930

未 払 金 42,863

未 払 費 用 114,460

未 払 法 人 税 等 6,508

そ の 他 57,972

固 定 負 債 140,250

長 期 借 入 金 132,223

繰 延 税 金 負 債 5,288

そ の 他 2,738

負 債 合 計 418,099

純 資 産 の 部

科 目 金 額

株 主 資 本 1,266,937

資 本 金 364,501

資 本 剰 余 金 199,416

利 益 剰 余 金 703,055

自 己 株 式 △36

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額 32,552

為 替 換 算 調 整 勘 定 32,552

純 資 産 合 計 1,299,489

資 産 合 計 1,717,589 負 債 純 資 産 合 計 1,717,589

連　結　貸　借　対　照　表

（注）金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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( 2022年４月１日から )2023年３月31日まで
（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 2,216,238

売 上 原 価 1,501,987

売 上 総 利 益 714,250

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 510,478

営 業 利 益 203,771

営 業 外 収 益

受 取 利 息 916

受 取 手 数 料 3,994

助 成 金 収 入 14,003

為 替 差 益 3,218

そ の 他 387 22,521

営 業 外 費 用

支 払 利 息 679

支 払 保 証 料 948

支 払 補 償 費 4,000

そ の 他 415 6,043

経 常 利 益 220,248

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 220,248

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 45,062

法 人 税 等 調 整 額 4,896 49,958

当 期 純 利 益 170,290

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 170,290

連　結　損　益　計　算　書

（注）金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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( 2022年４月１日から )2023年３月31日まで

株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株 主 資 本 合 計

当 期 首 残 高 360,271 195,247 555,550 △36 1,111,032

当 期 変 動 額

新 株 の 発 行 4,230 4,230 8,460

剰 余 金 の 配 当 △22,785 △22,785

親会社株主に帰属する

当 期 純 利 益
170,290 170,290

子会社株式の追加取得 △60 △60

株主資本以外の項目の

当 期 変 動 額 ( 純 額 )
－

当 期 変 動 額 合 計 4,230 4,169 147,505 － 155,904

当 期 末 残 高 364,501 199,416 703,055 △36 1,266,937

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額

純 資 産 合 計為 替 換 算

調 整 勘 定

その他の包括利益

累 計 額 合 計

当 期 首 残 高 32,127 32,127 1,143,160

当 期 変 動 額

新 株 の 発 行 8,460

剰 余 金 の 配 当 △22,785

親会社株主に帰属する

当 期 純 利 益
170,290

子会社株式の追加取得 △60

株主資本以外の項目の

当 期 変 動 額 ( 純 額 )
424 424 424

当 期 変 動 額 合 計 424 424 156,329

当 期 末 残 高 32,552 32,552 1,299,489

連結株主資本等変動計算書

（単位：千円）

（注）金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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（2023年３月31日現在）
（単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

売 掛 金

前 払 費 用

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 附 属 設 備

工 具 、 器 具 及 び 備 品

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ エ ア

投 資 そ の 他 の 資 産

関 係 会 社 株 式

出 資 金

繰 延 税 金 資 産

敷 金 及 び 保 証 金

長 期 前 払 費 用

そ の 他
　

887,090

716,878

135,866

24,254

10,172

△82

410,909

82,930

5,372

77,557

219,403

219,403

108,575

34,544

10

22,322

31,661

20,036

0
　

流 動 負 債 235,119

買 掛 金 42,417

未 払 金 41,787

未 払 費 用 89,785

未 払 法 人 税 等 4,580

預 り 金 2,776

前 受 金 14,468

そ の 他 39,303

負 債 合 計 235,119

純 資 産 の 部

科 目 金 額

株 主 資 本 1,062,881

資 本 金 364,501

資 本 剰 余 金 199,477

資 本 準 備 金 199,477

利 益 剰 余 金 498,938

利 益 準 備 金 272

そ の 他 利 益 剰 余 金 498,665

繰 越 利 益 剰 余 金 498,665

自 己 株 式 △36

純 資 産 合 計 1,062,881

資 産 合 計 1,298,000 負 債 純 資 産 合 計 1,298,000

貸　借　対　照　表

（注）金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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( 2022年４月１日から )2023年３月31日まで
（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 2,031,286

売 上 原 価 1,551,299

売 上 総 利 益 479,986

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 405,668

営 業 利 益 74,317

営 業 外 収 益

受 取 利 息 26

受 取 配 当 金 65,266

そ の 他 7,533 72,826

営 業 外 費 用

支 払 利 息 275

支 払 補 償 費 4,000 4,275

経 常 利 益 142,867

税 引 前 当 期 純 利 益 142,867

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 29,377

法 人 税 等 調 整 額 2,200 31,578

当 期 純 利 益 111,289

損　益　計　算　書

（注）金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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( 2022年４月１日から )2023年３月31日まで

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自 己 株 式
株 主 資 本
合 計資 本

準 備 金
資本剰余金
合 計

利 益
準 備 金

その他利益
剰 余 金 利益剰余金

合 計繰 越 利 益
剰 余 金

当 期 首 残 高 360,271 195,247 195,247 272 410,161 410,433 △36 965,916

当 期 変 動 額

新 株 の 発 行 4,230 4,230 4,230 8,460

剰 余 金 の 配 当 △22,785 △22,785 △22,785

当 期 純 利 益 111,289 111,289 111,289

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 ( 純 額 )

－

当 期 変 動 額 合 計 4,230 4,230 4,230 － 88,504 88,504 － 96,964

当 期 末 残 高 364,501 199,477 199,477 272 498,665 498,938 △36 1,062,881

純 資 産 合 計

当 期 首 残 高 965,916

当 期 変 動 額

新 株 の 発 行 8,460

剰 余 金 の 配 当 △22,785

当 期 純 利 益 111,289

株主資本以外の項目の

当 期 変 動 額 ( 純 額 )
－

当 期 変 動 額 合 計 96,964

当 期 末 残 高 1,062,881

株主資本等変動計算書

（単位：千円）

（注）金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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独立監査人の監査報告書

三優監査法人
札幌事務所

指定社員
業務執行社員

公認会計士　宇野　公之

指定社員
業務執行社員

公認会計士　岡島　信平

2023年５月22日
株式会社エコミック
取締役会　御中

監査意見
当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社エコミックの2022年４月１日から2023年３月31日までの連結会計

年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行っ
た。

当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社エコミ
ック及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示
しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における当監査法人

の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定
に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意
見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。ま

た、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載内容に対

して意見を表明するものではない。
連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と連結計

算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外
にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告することが求
められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に係る会計監査報告
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連結計算書類に対する経営者及び監査等委員会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作成し適正に表示するこ

とにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断し
た内部統制を整備及び運用することが含まれる。

連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適切であるかどうかを評価
し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当
該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がないかど

うかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明することにある。虚偽表示

は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的

に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家としての判断を

行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立案し、実

施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・　連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の実施に

際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関連する注

記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、継続企

業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前

提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な

不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求められ

ている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業と

して存続できなくなる可能性がある。

・　連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかどうかとと

もに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に

表示しているかどうかを評価する。

・　連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠を入手する。監

査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な不備を含む

監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監査人の独立

性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容に

ついて報告を行う。

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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独立監査人の監査報告書

三優監査法人
札幌事務所

指定社員
業務執行社員

公認会計士　宇野　公之

指定社員
業務執行社員

公認会計士　岡島　信平

2023年５月22日
株式会社エコミック

取締役会　御中

監査意見

当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社エコミックの2022年４月１日から2023年３月31日までの第

26期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下

「計算書類等」という。）について監査を行った。

当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類等に

係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における当監査法人

の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に

従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎とな

る十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。ま

た、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載内容に対し

て意見を表明するものではない。
計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と計算書類

等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にそ
の他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告することが求
められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類に係る会計監査報告
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計算書類等に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作成し適正に表示すること

にある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内

部統制を整備及び運用することが含まれる。

計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切であるかどうかを評価し、

我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事

項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がないかどう

かについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、

不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込

まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家としての判断を

行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立案し、実

施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・　計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の実施に際

して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関連する注

記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、継続企業

の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提

に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確

実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。

監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続

できなくなる可能性がある。

・　計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかどうかととも

に、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示し

ているかどうかを評価する。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な不備を含む

監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監査人の独立

性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容に

ついて報告を行う。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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監　査　報　告　書

株式会社エコミック　監査等委員会

監 査 等 委 員 井 上 　 晋 一 ㊞

監 査 等 委 員 小 林 　 董 和 ㊞

監 査 等 委 員 荒 木 　 俊 和 ㊞
　

当監査等委員会は、2022年４月１日から2023年３月31日までの第26期事業年度における取締役の職務の執行について監査いたし
ました。その方法及び結果につき以下のとおり報告いたします。

１．監査の方法及びその内容
監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号ロ及びハに掲げる事項に関する取締役会決議の内容並びに当該決議に基

づき整備されている体制（内部統制システム）について取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報
告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明するとともに、下記の方法で監査を実施しました。

①監査等委員会が定めた監査の方針、職務の分担等に従い、会社の内部統制部門と連携の上、重要な会議に出席し、取締役
及び使用人等からその職務の執行に関する事項の報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本
社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査しました。また、子会社については、子会社の取締役及び監査役
等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。

②事業報告に記載されている会社法施行規則第118条第５号イの留意した事項及び同号ロの判断及びその理由については、
取締役会その他における審議の状況等を踏まえ、その内容について検討を加えました。

③会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、会計監査人からそ
の職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行
われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（2005
年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資
本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主
資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。

２．監査の結果
(1) 事業報告等の監査結果

①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。
②取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実は認められません。
③内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システムに関する事業報告の

記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。
④事業報告に記載されている親会社等との取引について、当該取引をするに当たり当社の利益を害さないように留意した事項

及び当該取引が当社の利益を害さないかどうかについての取締役会の判断及びその理由について、指摘すべき事項は認めら
れません。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人三優監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

(3) 連結計算書類の監査結果
会計監査人三優監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2023年５月23日

（注）監査等委員井上晋一、小林董和及び荒木俊和は、会社法第２条第15号及び第331条第６項に規定する社外取締役であります。

監査等委員会の監査報告

以　上
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